
令和５年４月１日 

 

 

   下郷町農業委員会 会長 星  正 喜  

 

「農業委員会等に関する法律」第７条第１項の規定に基づく、下郷町農

業委員会に係る農地等の利用の最適化に関する標記指針を下記のとおり

定める。 

記 

１ 遊休農地の解消について 

（１）遊休農地の年間解消目標   ３６ｈａ 

【目標設定の考え方】 

 ◆令和４年度の利用状況調査結果による緑区分となった１４５ｈａを

４年間で解消するため、年間目標を３６ｈａとする。 

 ◆農業者の高齢化や担い手不足による遊休農地増加を防止するため、有

効な作物の選定や農地の集積・集約化を図る。 

 ◆農地所有者との積極的な相談や話し合いに応じ、農地中間管理機構へ

の貸付促進を図る。 

 

２ 担い手への農地利用集積について 

（１）集積の年間目標面積 ８６ｈａ （うち新規集積面積７１ｈａ） 

【目標設定の考え方】 



 ◆福島県が定めた農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針に基づ

き、令和１１年度末を目標として担い手への農地利用集積率を７２％

とする。 

   ※農地面積１，１００ｈａ×７２％≒７９２ｈａ 

    （７９２ｈａ―１９０ｈａ）／７年間≒８６ｈａ 

 ◆担い手への農地集積、畑地作物の作付拡大等、稲作依存型からの脱却

を推進していく。 

 ◆経営感覚に優れた経営体の育成を図る。 

（２）担い手への農地利用集積に向けた具体的な取組 

 ◆農地が集団化、連担化した条件で担い手へ集積するよう支援する。 

 ◆町、中間管理機構、農協等との連携により農地中間管理事業の活用を

図る。 

 

３ 新規参入の促進について 

（１）参入目標面積  ２経営体 １０ｈａ 

【目標設定の考え方】 

◆令和６年度末までの３年間で上記目標の達成を目指す。 

◆青年層における担い手の確保、育成が求められており、後継者や移住

者などの新規参入促進に向けた取組が必要である。 

◆地理的条件を生かした近隣市町村からの農業法人等参入も視野に入れ

ていく必要があるため、町外への普及啓発を行っていくことが必要で

ある。 



◆新規参入相談は農地利用最適化推進委員が参加していくこととする。 

◆町、県、農業団体等との連携を行い、積極的な調査等を実施していく。 

 

４ 目標の見直しについて 

 ◆毎年度末の総会で見直しを行い、必要に応じて変更を行っていく。 

 ◆前項のほか、農業委員や農地利用最適化推進委員の意見があった場合

は、総会において必要に応じて変更を行っていく。 


